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残念ながら、この方針では問題はさ
らに悪化するだろう。「核拡散防止プ
ロジェクト」では、熱中性子炉用
MOX 燃料を商業的に利用または製
造したことのある日本を含む 7 カ国
を 1 年間にわたって調査し、最近そ
の成果を発表したが、この計画はこ
の調査結果とも矛盾している1。この
調査では、これら7カ国中5カ国が、
経済性、安全性、社会的受容性への懸
念から、すでに MOX 燃料（ウラン
とプルトニウムの混合燃料）をすで
に段階的に廃止することを決めてい
ることが分かった。 
原子力委員会が示している問題の

所在の把握は正しいが、その解決策
は正しくない。余剰プルトニウム47
トンは核兵器を 5,000 発以上つくれ
る量だ。日本は現在、非核保有国であ
りながら、使用済核燃料の再処理を
行ない、さらに多くのプルトニウム
を生み出している唯一の国だ。日本
は 2021 年に国内の商業再処理工場
の操業開始も予定しており、計画ど
おり行けばさらに年 8 トンのプルト
ニウムが新たに生産されることにな
る。 
国際的に見た場合、こうした状況
は日本が大量の核兵器を迅速に生産
する選択肢を保持していると映る。

当然、韓国や北朝鮮、中国は、自らも
核燃料の再処理を開始または拡大す
る根拠として日本のこのプルトニウ
ム蓄積を挙げており、破滅を招く核
兵器競争が東アジアで激化する危険
が高まっている2。 
日本政府がプルトニウムの保有量
を減らす方針を表明したことは賢明
な判断だ。だが、それを国内原子力発
電所での MOX 燃料利用を増やすこ
とで行うという原子力委員会の戦略
は、少なくとも次の 4 つの理由で間
違っている。すなわち、MOX利用は
短期間に増やせない、逆効果である、
備蓄を減らす最短の道ではない、日
本国内のほとんどのプルトニウムに
は適さない、という理由だ。 
日本のプルトニウム蓄積の根源 
原子力委員会計画の欠陥について
議論し、代替案を提示する前に、まず
現在の状況を招いた根源を理解して
おくことが重要だ。日本のプルトニ
ウム大量保有は、50年間に及ぶ技術
的・政策的失敗が招いた結果である。
1966 年に日本は原子力エネルギー
の商業生産を開始し、ピーク時には
ウランを燃料（核武装に転用不可能）
とする通常の軽水炉（LWR）60基近
くで電力の 3分の 1以上を供給して
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いた3。不幸にも、世界的にウランが
不足するという根拠のない不安の下
で、1960年代の流れに乗って、日本
もまた高速中性子増殖炉（FBR）の建
設・運転を計画し、より多くのウラン
をプルトニウムに転換して原子炉燃
料として使用することでウランのエ
ネルギー価値を高める道を目指した
のだった。 
政府は、日本の軽水炉使用済燃料
の商業的再処理を国内外で行なって
プルトニウムを分離し、それを高速
増殖炉の燃料にすることで、早けれ
ば 1985 年にはエネルギーを生産す
る予定だった4。1974年から 2011年
までの間に日本は高速増殖炉開発に
170 億ドル（約 1 兆 9,000 億円訳注*）
を費やしたが5、その努力は失敗に終
わった。高速増殖原型炉もんじゅは
1995年 12月、ナトリウム漏れと火
災を起こし、2010年6月まで停止6。
2016年、政府は同炉の廃止を発表し
た7。 
この不遇な増殖炉が開発中であっ

                                                
訳注* 2018 年末の為替レートでの換算。 

た間、日本政府はまた、分離プルトニ
ウムの一部をウランと混合して
MOX燃料をつくり、軽水炉の低濃縮
ウラン（LEU）燃料の一部をこれで置
き換えることを決めた8。1986年、政
府は敦賀原子力発電所 1 号機で少量
の MOX 燃料の試験運転を行ない、
商業化への道を開いた9。1988年、ワ
シントンにある核管理研究所のミル
トン・ホーニグは、米国外交委員会で、
軽水炉での MOX 燃料の商業利用を
1997 年に本格開始するとする日本
の計画について概説したさいに、日
本は 1997～2017 年に軽水炉 12 基
で 96 トンのプルトニウムを利用す
る計画と証言している10。1997 年 2
月、日本の電気事業連合会は1999～
2010 年に 16～18 基の軽水炉で
MOX燃料を利用するという、さらに
野心的な計画を発表した11。 
だが日本は、1997 年に軽水炉で
MOX 燃料の導入を開始するという
計画の達成にさえはるか及ばず、10
年以上遅れることになった。遅れの

理由は様々だが、これを見ればMOX
燃料使用を拡大するという今回の原
子力委員会の新計画がいかに無謀な
ものかが分かる。 
1990年代初め、日本の電力会社は
イギリス、フランス、ベルギーの各企
業から MOX 燃料の供給を受ける契
約に署名した。MOX燃料を最初に利
用するのは東京電力と関西電力とさ
れた12。フランスのコジェマ社（後に
アレヴァ社、オラノ社と社名を変更）
が東京電力の使用済み燃料を再処理
し、分離したプルトニウムを用いて
ベルギーで MOX 燃料を製造した。
COMMOX と呼ばれるフランス＝ベ
ルギーの企業連合との契約の下で、
210 キロのプルトニウムを含む
MOX燃料集合体 32 体が 1999年、
日本の福島第一原子力発電所 3 号機
に向けて出荷された13。 
関西電力の使用済み燃料は、英国
核燃料会社（BNFL）によって再処理
された。BNFLは高浜 3・4号機用の
MOX燃料の製造も受注した14。1999

2013年6月27日、フランスから関西電力の高浜原子力発電所用の混合酸化物（MOX）核燃料を輸送してきた貨物船の入港に抗議する市
民。プルトニウムとウランを混合したMOX燃料のこの時の入港は、2011年3月の地震と津波によって起きた福島第一原発事故後初めて
のものだった。(写真: Kazuhiro Nogi/AFP/Getty Images) 
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年、255 キログラムのプルトニウム
を含む MOX 燃料集合体 8 体が
BNFLから初出荷された15。英国とベ
ルギーからの MOX 燃料集合体は、
いっしょに1999年7～9月に日本に
出荷された16。
日本の電力会社がまさに福島第一
3 号機と高浜 4 号機に MOX 燃料を
装荷しようとしていた1999年10月
17、BNFL が関西電力の原発用 MOX
燃料の品質管理データを偽装してい
たとする報告書が現れた。高浜 4 号
機には 1999年 10月に燃料集合体8
体がすでに到着しており、同炉は初
の MOX 燃料利用原子炉となるはず
だった。その 2 か月前、BNFL は、
まだ出荷されていなかった別の
MOX 燃料で、同じ高浜原発の 3 号
機用の MOX 燃料のデータを同社の
従業員が偽装していたことを発見し
公表した。これにより、日本に到着し
たばかりの高浜 3 号機用 MOX 燃料
のデータも偽装されているのではな
いかとの疑惑がもちあがった。
関西電力は 1999 年 9 月、同社の
調査で高浜 4 号機の MOX 燃料は問
題ないことがわかったと発表した18。
しかし、日本の反核 NGO であるグ
リーンアクションと美浜の会は、こ
の時すでに日本側の関係筋に BNFL
のデータを入手し、独立の分析を行
なうべくこれらの団体に提供するよ
う要求し、承諾を得ていた19。
こうした外部からの監視を妨げよ
うとしてか、BNFL はデータのコン
ピュータファイルを開示せず、ペレ
ットの外径データを紙に印刷した冊
子のみ開示した。2つのNGOは、こ

れにひるむことなく紙データをコピ
ーし、地域の市民に配布してデータ
の検討に協力を呼びかけ、BNFL が
品質管理データを偽装していたこと
を示す解析結果をまとめた報告書を
作成した。1999年 11月、英国当局
もこの解析結果を認めた。その後、
BNFL の職員が手作業によるペレッ
トの外形測定を規定通り行なわず、
それ以前のバッチの測定値を単にコ
ピペしただけだったことがわかった。 
このデータ偽装発覚後、高浜3・4

号機での MOX 燃料の利用開始は延
期され、プルトニウム255キロを含
む未照射 MOX 燃料集合体は 2002
年に英国に返品。BNFL は関西電力
に1億ドルの賠償金を支払った20。
高浜原発で最初の MOX 燃料利用
が遅れたのに続いて、日本の市民は
福島第一 3 号機での MOX 燃料利用
の中止を求める訴訟を起こした。反
原発市民団体は地方裁判所に、ベル
ギーの製造基準が BNFL の基準を下
回っていることを示す証拠を提出し
た21。裁判は最終的に市民側の敗訴と
なったが、福島県知事は、BNFLのデ
ータ偽装事件と、東京電力が検査デ
ータを改ざんして複数の原子炉に亀
裂があることを隠していたことが発
覚したこと22を重く見て、すでに出し
ていた MOX 燃料利用了承を撤回し
た23。すでに出荷されていた福島第一
3 号機向けの MOX 燃料集合体は、
そのまま保管されることになった24。 
3 番目の MOX 燃料利用発電所は
柏崎刈羽原発だった。周辺には原発
建設時に反対した自治体もあり、
2001年のフランスからのMOX燃料

集合体受け入れに対して反対運動が
拡大した。反原発 NGO は地方議会
に住民投票を行なうよう働きかけ、
反対を呼びかけるチラシ配布など幅
広い情宣活動を始めた。2001年 5月
に行なわれた住民投票では、刈羽村
有権者の54％がMOX燃料の導入に
反対した（投票率は88％）25。
刈羽村村長は 2002 年、この住民

投票の結果を無視して MOX 燃料の
利用を了承しようとしたが、その矢
先に東京電力の定期検査データ改ざ
ん問題が明らかになり、2002年 9月、
県は正式に MOX 燃料使用の了承を
取り下げた。納入から 17 年を経た
2018年 7月現在、未使用のMOX燃
料集合体は依然未装荷のままになっ
ている26。この未使用のMOX燃料に
は原爆 20 発分以上にあたるプルト
ニウム200キロ以上が含まれている
ため、安全保障上のリスクとなって
いる。
2007 年、日本の電力会社 3 社は
2007～20 年に MOX 燃料の供給を
受ける契約をアレヴァ社と結び、ア
レヴァ社はその生産を開始したが、
これは MOX 燃料に対する日本の新
たなテコ入れとなった27。2006～10
年の間に最終的に MOX 燃料契約を
結んだ日本の電力会社は 6 社にのぼ
っている（表2）。アレヴァ社は燃料
集合体401体を製造することになっ
ているが、2018年現在日本の電力会
社が受け取った数は133体にとどま
っている。
日本は軽水炉での最初の商業的
MOX 燃料利用を当初予定から約 12
年遅れの 2009 年にようやく開始し

表 1. 当初のMOX契約 

電力会社 供給会社 契約年 契約
集合体数 原子炉 納入集合体数 到着 納入MOX燃料内の

プルトニウム(kg)

関西電力 BNFL 1995 16 
高浜4 8 

(2002年に返還) 1999 255 
(2002年に返還)

高浜3 0 – – 

東京電力 COMMOX 1995 60 
福島I3 32 1999 210 

柏崎
刈羽3 28 2001 205 

合計 (正味) 76 60 415 

出典：Jinzaburo Takagi et al., “Comprehensive Social Impact Assessment of MOX Use in Light Water Reactors,” Citizens’ Nuclear Infor-
mation Center (CNIC), November 1997, p. 252, http://www.cnic.jp/english/publications/pdffiles/ima_fin_e.pdf; International Panel on Fis-
sile Materials (IPFM), “Mixed Oxide (MOX) Fuel Imports/Use/Storage in Japan,” April 2015, http://fissilematerials.org/blog/ 
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たが、まだ 4 基の原子炉でしか利用
が始まっていなかった 2 年後の
2011年、福島事故により中断するこ
とになった。2016 年以降、日本は
MOX 燃料の利用を再開しているが、
利用拡大には至っていない。2018年
7 月現在、日本の MOX 燃料の純輸
入量はプルトニウム換算 5.1 トンで
（表 1・2）、プルトニウム1.7トン
を含む未照射 MOX 燃料が貯蔵され
ている28。したがって、日本の商業用
軽水炉計画の歴史の中で MOX 燃料
として照射したプルトニウムは約
3.4トンであり、日本のプルトニウム
保有量全体のごく一部にすぎない29。 
2011 年 3 月に起きた福島の災害

をきっかけに、日本国内の原子力発
電所は定期点検に入ったものから順
次停止され、2012年 5月には全原発
が停止された。これらの発電所を再
稼働するためには、新設された原子
力規制委員会（NRA）が定めたより
厳しい規制基準の下で許認可を受け
る必要があるが、その手続きは認可
を再取得するのに等しく、部分的か
つ段階的に行なわれる。日本で過去
最も多かった合計59基（建設中の2
基を含む）の原子炉のうち、2018年
7月現在稼働中のものは8基のみで、
うち炉心の一部に MOX 燃料を装荷
しているのは3基である30。
日本のパイロット・プラント規模
の再処理工場は現在廃止中だが、日

本政府は依然六ヶ所再処理工場の
2021 年商業操業開始を見込んでお
り、年間最大 8 トンのプルトニウム
を生産していく計画だ31。再処理を行
なうそもそもの理論的根拠であった
高速増殖炉計画は中止され、福島の
災害を受けて日本の軽水炉はごく一
部しか稼働していないが、六ヶ所再
処理工場の計画はさながら自動操縦
のように継続されている。
MOX 燃料の大規模利用が再三頓
挫するなかで使用済燃料の再処理を
40年間続けた結果、日本は未照射プ
ルトニウムを 47 トン以上蓄積する
ことになった。これはイギリス、フラ
ンス、中国、イスラエル、インド、パ
キスタン、そして北朝鮮の核兵器計
画で使われているプルトニウムの総
量よりも多い量である
このプルトニウムは原子炉級だが、
信頼性の高い核兵器をつくることは
充分可能である32。2018 年初頭の日
本のプルトニウム保有量は、国内の
10.5トンのほか、フランスに15.5ト
ン、英国に21.2トンであった。その
後、日本は玄海 3 号機に MOX 燃料
を追装荷して照射したため、国内の
未照射プルトニウムは640キロ減っ
て 10トン以下になったが、英国の貯
蔵量は近くこれと同じ量増加する予
定である33。
計画の欠陥
2018年 7月 31日、原子力委員会は

「我が国におけるプルトニウム利用
の基本的な考え方」34と題する基本方
針の改訂版を発表した。この文書は
冒頭で「我が国は［…］プルトニウム
保有量を減少させる」と宣言してい
るものの、そのための戦略は「事業者
間の連携・協力を促すこと等により」
日本の原子力発電所での MOX 燃料
利用を促進するとしている。さらに、
原子力委員会は「六ヶ所再処理工場
は2021年度上期、MOX燃料加工工
場は 2022 年度上期に竣工を計画」
と述べ、プルトニウム経済を拡大す
る意向を明らかにしている。
建前上は MOX 燃料の国内利用を

増やすことで日本のプルトニウム保
有量を減らすとするこの政策は、重
大な問題を 4 つ抱えている。まず、
日本には MOX 燃料の利用を促進で
きるだけの原子炉がないため、MOX
燃料利用を迅速に加速することは不
可能である。MOX燃料の利用が許可
されている原子炉は日本に 9 基しか
なく、うち 2基（女川 3号機と柏崎
刈羽3号機）は、2011年の震災によ
る福島の災害を契機として再稼働の
申請を行なっていない。再稼働の見
込みがある他の 2基（泊 3号機と島
根 2 号機）も、地震の懸念から行き
詰まっている。静岡県では、知事と市
長がもうひとつの原子炉（浜岡 4 号
機）の再稼働に反対している。6基目
の原子炉（伊方3号機）は、2017年

表 2. 2000年代のアレヴァ社とのMOX契約 

契約年 電力会社 原子炉 契約集合体数 納入集合体数 到着 納入MOX燃料内の
プルトニウム(kg)

2006 中部電力 浜岡1 108 28 2008 213 

2006 九州電力 玄海3 36 
16 2009 677 
20 2010 801 

–
2006 四国電力 伊方3 21 21 2009 831 

2006 関西電力 高浜3･4 48 

12 2010 552 

20 2013 901 

18 2017 703 
2009 中国電力 島根2 40 
2010 北海道電力 泊3 4 
2010 中部 浜岡4 144 

合計 401 133 4,678 

出典：CNIC, “Japanese Nuclear Power Companies’ Pluthermal Plans,” March 2007, http://www.cnic.jp/english/topics/cycle/MOX/ plu-
thermplans.html; IPFM, “Mixed Oxide (MOX) Fuel Imports/Use/Storage in Japan,” April 2015, http://fissilematerials.org/blog/ MOXtrans-
portSummary10June2014.pdf; Greenpeace, “Takahama Plutonium Fuel Shipment Exposes Risks and Failure of Japanese Nuclear Pol-
icy,” July 5, 2017, http://www.greenpeace.org/japan/ja/news/press/2017/pr201707051/. 
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12 月の高裁判決により運転が差し
止められた。このため、現在MOX燃
料で稼働できる原子炉は高浜3・4号
機、玄海 3号機の 3基だけだ。これ
らを合わせても、照射できるプルト
ニウムの量は年間 1.5 トン、日本の
備蓄量のわずか 3％にすぎない。こ
の率では国際的な懸念に対処するに
は遅すぎる。 
第二に、たとえ日本が他の原子炉
に MOX 利用を許可してその利用を
増やせたとしても、それはむしろ逆
効果をもたらすだろう。MOX燃料の
国内利用を増加させれば、日本の原
子力業界から国内の再処理工場の完
成と、隣接する MOX 燃料加工施設
の竣工（福島第一原発事故後、建設工
事が中断されているため進捗率は
12％にとどまっている）を求める声
が強まるだろう。原子力委員会の計
画は、MOX燃料業界は「再処理から
照射までのプルトニウム保有量を必
要最小限」とすべきだとしているが、
日本の官民関係者は 5 年分の運転在
庫が必要になると強く主張している。
これは新再処理工場の再処理能力を
年 8 トンとすると最大 40 トンのプ
ルトニウムということになる。これ
ではプルトニウム保有量の問題を解
決するどころか、むしろこの問題を
日本で永続化し拡大することになる。
ちなみにフランスの MOX 燃料業界
の運転在庫はプルトニウム 35 トン

だが、日本の業界関係者は、日本は炉
型が多様なことから、より多様な
MOX燃料が必要になり、そのため追
加の運転在庫が必要になるとしてい
る。 
第三に、日本がプルトニウム保有
量を減らすのなら、もっと早く安全
な方法がある。日本の保有プルトニ
ウムのうち、備蓄量の半分近くにあ
たる約 21 トン（まもなく 22 トン）
は英国にあるが、英国は適正な価格
であればその所有権を引取ってもい
いと提案しているのである。ドイツ、
オランダ、スペイン、スウェーデンな
ど、この英国の提案を受け入れた国
はすでにある35。日本もこれに倣うべ
きであり、すぐに引取料を払えば英
国は自国にあるすべてのプルトニウ
ムの所有権を引取ってくれ、日本の
保有量は一夜にして 45％減るので
ある。MOX燃料を利用して年3％ず
つ削減するよりはるかに速い。 
これは日本の電力会社の経費削減
にもなる。プルトニウムを英国に貯
蔵しておく費用と、それをウラン燃
料の 9 倍のコストを掛けて最終的に
MOX 燃料に加工する費用を避ける
ことができるからだ36。日本政府は、
電力会社からの放射性廃棄物管理資
金を管理している再処理基金を使っ
て、この所有権移転に補助金を出す
こともできるだろう。 
第四に、日本国内にある10トンの

未照射プルトニウムの大部分は、そ
のままでは原子炉で利用できない。6
トン以上は分離プルトニウムの形だ
が、これを MOX 燃料に加工する商
業施設は日本にはない。あと 2 トン
近くは、その全部または一部がすで
に終了した高速増殖炉用の、タイプ
の異なる燃料に加工されており、軽
水炉に装荷することはできない。つ
まり、すぐに原子炉で利用できる未
照射プルトニウムとして日本にある
のは輸入 MOX 燃料に含まれている
1.7トンだけであり、しかも今より多
くの原子炉が再稼働した場合にのみ、
その一部が利用できるということに
なる。 
国内に保管されている他の 8 トン
については、日本は米国と協力して
これを廃棄物として処分する技術を
開発することができる。米国は、すで
に昨年 5 月に 34 トンの兵器プルト
ニウムを廃棄物として処分する計画
を発表している。原子力委員会の言
葉を借りれば、今回の方針は「研究開
発に利用されるプルトニウムについ
ては［…］その利用又は処分等」につ
いて検討することを要請している。
日米間には「米日プルトニウム管理
専門家グループ」という、こうした技
術協力のためのメカニズムがすでに
あり、これを活性化することで、こう
したプルトニウム処分を促進すべき
である。 
提言 
日本は、プルトニウムの備蓄を減ら
すという国家目標を達成するために、
MOX 燃料の利用増強とは異なる計
画が必要である。まず最初に、日本は
英国に引取料を支払って、同国が保
管しているプルトニウム 22 トンの
所有権を英国に引取ってもらうべき
である。次に、日本政府は米政府と協
力して、日本では燃料として使用で
きない 8 トンのプルトニウムをすみ
やかに廃棄物として処分するべきで
ある。その結果、フランスに約15.5
トン、日本に約 2 トンのプルトニウ
ムが残るが、この量であれば廃棄物
と MOX 燃料の組み合わせで比較的
迅速に処理できるだろう。 
使用済燃料の再処理と MOX 燃料
加工という、高価かつ不必要、危険、
不完全な施設も廃止するという仮定
の下でではあるが、上記の方法で日

2013年6月27日、福井県の関西電力高浜原子力発電所で、輸送船から荷揚げした混合酸化
物（MOX）燃料の容器をチェックする関西電力職員。(写真: Kazuhiro Nogi/AFP/Getty Images) 
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本は溜まったプルトニウムを 5 年以
内に片付けることができる。次に、日
本は使用済燃料の直接処分に切り替
える必要がある。これは、フランスを
除き、かつては複数の熱中性子炉で
MOX 燃料を使用していた他のすべ
ての国々がすでにしていることであ
る。原子力委員会の提言のなかで最
も役に立つのは、まさに「使用済燃料
の貯蔵能力の拡大に向けた取組を着
実に実施する」ことなのである。 
日本が核兵器の選択肢を維持する
ことをひそかに望んでいるのではな
いという仮定の下でではあるが、日
本のプルトニウム備蓄はここで提案
しているロードマップで急速に減ら
すことができるはずだ。だが、日本が
原子力委員会の方針に従って MOX
燃料の利用を拡大し、それによって
プルトニウムの国内備蓄が増加する
ようなことになれば、近隣諸国は日
本の意図に疑義を呈し、それに基づ
いた対応を取ることになるだろう。

そうなれば、潜在的に、あるいは悪く
すれば現実に、東アジアにおける核
兵器競争に火を付ける事態も招きか
ねない。日本政府は、エネルギー政策

によって自国の安全保障政策を損な
うことにならないよう、充分に熟慮
すべきである。
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